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戸籍・住民登録等 

 

１． 人口・世帯数・戸籍数 

年 

人口 
世帯数 

住民基本台帳 
戸籍 

日本人住民 外国人住民 

男 

(人) 

女 

(人) 

計 

(人) 

人口 

(人) 

世帯数 

(世帯) 

人口 

(人) 

世帯数 

(世帯) 

戸籍数 

(戸籍) 

人口 

(人) (世帯) 

27 55,578 57,042 112,620 45,586 110,613 44,064 2,007 1,522 45,633 115,224 

28 55,581 57,043 112,624 46,098 110,457 44,443 2,167 1,655 45,790 115,228 

29 55,697 56,963 112,660 46,539 110,391 44,807 2,269 1,732 45,797 115,003 

（各年とも3月 31日現在） 

［外 国 人 住 民 別 人 口］                        （単位：人） 

年 ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 中国 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 韓国 ﾍﾞﾄﾅﾑ 米国 ペルー 朝鮮 その他 合計 

27 412 542 384 209 170 61 34 24 171 2,007 

28 462 531 392 200 271 64 36 22 189 2,167 

29 462 547 401 201 314 73 37 22 212 2,269 

（各年とも3月 31日現在） 

２． 各種証明書等交付 

［戸 籍 関 係］ 

年

度 

戸籍謄・抄本 
除籍・原戸籍 

謄・抄本 

戸籍・除籍 

記載事項証明 
受理証明 

届書記載 

事項証明 
合計 

件 通 件 通 件 通 件 通 件 通 件 通 

26 17,407 19,985 10,201 15,102 0 0 231 298 182 210 28,021 35,595 

27 18,399 21,009 10,932 15,339 2 2 225 293 141 175 29,699 36,818 

28 16,737 19,093 9,916 14,178 1 1 223 314 118 142 26,995 33,728 

［住民登録関係］ 

年

度 

住 民 票 
住 民 票 

記載事項証明 
閲覧 戸籍附票 

合計 

（閲覧を除く） 

件 通 件 通 件 件 通 件 通 

26 43,342 51,954 5,078 5,215 3,578 5,147 6,339 57,563 63,508 

27 45,037 53,516 5,151 5,312 10,219 5,158 6,024 55,346 64,852 

28 43,484 51,283 5,094 5,273 16,334 4,729 5,441 53,307 61,997 

［行政証明関係］ 

年

度 

印鑑証明 身分証明 その他 合計 

件 通 件 通 件 通 件 通 

26 24,395 37,205 727 786 184 195 25,306 38,186 

27 24,478 37,201 763 817 218 225 25,459 38,243 

28 24,791 37,518 923 981 230 241 25,944 38,740 

（［その他］には、不在住・不在籍証明等を含む。） 
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３． 印 鑑 登 録                         （単位：件） 

 

 

４． 届 出 数 

［戸 籍 関 係］                            （単位：件） 

年 出生 
養子縁組

離縁 
婚姻 離婚 死亡 入籍 転籍 その他 計 

26 1,391 158 1,304 320 1,303 310 508 415 5,709 

27 1,416 159 1,253 339 1,326 308 551 388 5,740 

28 1,382 154 1,280 312 1,332 221 535 364 5,580 

［住民登録関係］                            （単位：件） 

年

度 
転入 転居 転出 世帯変更 出生・死亡 その他 合計 

26 3,393 2,212 4,192 1,096 1,942 7,867 20,702 

27 3,429 2,206 4,671 1,127 2,005 9,028 22,466 

28 4,417 1,990 4,197 1,008 2,045 6,013 19,670 

 

５． そ の 他                            （単位：件） 

年

度 

住 居 表 示 件 数 

(住居番号設定件数) 

埋火葬（死産を含む）・改葬許可件数 自動車臨時運行 

許 可 件 数 火  葬 埋  葬 改  葬 

26 51 968 0 23 550 

27 45 1,044 0 22 498 

28 46 1,051 0 19 454 

 

年度 印鑑登録件数（再交付・引替交付を含む） 

26 3,762 

27 3,794 

28 3,763 
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国民健康保険 

１． 被保険者数                            （平成28年度） 

項    目 前 年 度 末 本 年 度 末 年 間 平 均 

被 保 険 者 世 帯 数            14,620世帯  14,361 世帯  14,576 世帯 

被 保 険 者 総 数          24,538人 23,735人 24,328人 

一 般 被 保 険 者            23,741人    23,331人    23,723人  

退 職 被 保 険 者      797人       404人      605人  

介護２号被保険者数   7,787人    7,317人    7,703人  

前期高齢者数（65歳～74歳）   9,799人    9,862人    9,902人  

 

２． 保険料率                              

料率 

区 分 所得割 均等割 平等割 

年 度 28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度 

医療保険分 7.20％ 7.20％ 27,300円 27,300円 20,600円 20,600円 

後期高齢者支援分 2.45％ 2.45％ 8,900円 8,900円 6,500円 6,500円 

介護保険分 2.10％ 2.10％ 9,700円 9,700円 5,100円 5,100円 

 

３． 保険料の最高、最低および平均額                  （平成28年度） 

区  分 世 帯 最 高 世 帯 最 低 世 帯 平 均 1 人 平 均 

医療保険分 年額 540,000円 年額  14,370円 年額     89,972 円 年額     57,000 円 

後期高齢者支援分 年額 190,000円 年額   4,620円 年額     30,282 円 年額     19,040 円 

介護保険分 年額 160,000円 年額    4,440円 年額     23,873 円 年額     20,319 円 

 

４．給付状況 

 １件当たり医療費 1人当たり医療費 1件当たり高額療養費支給額 

24年度 
一般   19,971円 

退職   18,907円 

     298,483円 

     328,889円 

       72,972円 

       100,876円 

25年度 
一般   19,830円 

退職   20,742円 

     302,883円 

     359,674円 

       67,001円 

       94,731円 

26年度 
一般   19,657円 

退職   21,256円 

     306,321円 

     384,547円 

       62,734円 

       117,345円 

27年度 
一般   20,450円 

退職   22,069円 

     327,239円 

     405,044円 

       62,087円 

       110,416円 

28年度 
一般   19,765円 

退職   21,068円 

     318,824円 

     383,060円 

       60,251円 

        97,848円 

※１件当たり医療費とは、当該年度の医療費を診療件数で除したもの。 

 

５．その他の保険給付 

 

 

出 産 育 児 一 時 金 葬     祭      費 

給付額 件 数 金  額 給付額 件 数 金  額 

24年度 420,000 円  123件 51,598,429円 50,000円 128件 6,400,000円 

25年度 420,000 円  134件 55,932,227円 50,000円 153件 7,650,000円 

26年度 420,000 円  125件 52,045,984円 50,000円 143件 7,150,000円 

27年度 420,000 円  109件 45,834,923円 50,000円 159件 7,950,000円 
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28 年度 420,000 円  103件 42,788,670円 50,000円 114件 5,700,000円 

※ 出産育児一時金は、平成27年 1月から390,000 円が 404,000 円に引き上げられた。なお、産科医療補

償制度に加入している分娩機関で出産した場合は、掛金分を含めて支給しており、平成27年 1月から

この掛金が30,000円から16,000円に見直されたため、合計金額は変わらず420,000円となっている。 

※ 平成 21年度から、分娩機関への直接支払制度が始まり、上限額に達しない場合は、後日申請により本

人へ差額支給を行うことから、金額に端数が生じている。 

 

６．保健事業 

 ア 特定健診 

年度 対象者数 (人) 受診者数 (人) 受診率 (％) 支払額 (円) 

27 年度 16,328 5,090 31.2 32,806,486 

28 年度 15,854 5,212 32.9 35,326,206 

※受診者数には人間ドック受診者等を含む。 

  イ  人間ドック 

年度 受診者数 (人) 委託料 (円) １人当たりの補助割合 

27 年度 1,570 29,837,400 費用の2/3で 2万円以内 

28 年度 1,638 31,178,000 費用の2/3で 2万円以内 

 

後期高齢者医療保険 

１．被保険者数                                  （平成28年度） 

被保険者数 
前年度末 本年度末 

12,971人 13,309人 

 

２．保険料率    

 平成 26・27年度 平成 28・29年度 

均等割額 44,886円 45,242円 

所得割額 8.73％ 8.94％ 

年間保険料上限額 570,000 円 570,000 円 

                  

３．給付状況 

 １件当たり医療費 1人当たり医療費 １日当たり医療費 

24年度 38,296円 673,704 円 14,466円 

25年度 37,281円 668,243 円 14,537円 

26年度 37,004円 669,492 円 14,736円 

27年度 37,411円 681,364 円 15,086円 

28年度 37,502円 681,822 円 15,423円 

※１件当たり医療費とは、当該年度の医療費を診療件数で除したもの。 
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４．その他の保険給付 

  葬祭費 

 単  価 件  数 金  額 

24年度 50,000円 763件 38,150,000円 

25年度 50,000円 734件 36,700,000円 

26年度 50,000円 720件 36,000,000円 

27年度 50,000円 720件 36,000,000円 

28年度 50,000円 783件 39,150,000円 

 

国 民 年 金 

１． 拠出年金 

（１） 加入状況 

（平成29年 3月 31日） 

第１号被保険者 任意加入被保険者 第 3号被保険者 合  計 備     考 

12,470人 135人 9,222人 

21,827人 

（付加年金） 

  639人 

保険料法定免除    987 人 

保険料申請免除   2,299 人 

(全額 1,925 人、3/4 197 人、 

半額 118人、1/4 57人) 

納付猶予         483 人 

学生納付特例    1,720 人 

 

（２） 受給要件                           （平成２８年度） 

老 齢 福 祉       

年    金 

大正 5年 4月 1日以前に生まれた人が、70歳（障害

者の場合は65歳）になったとき等。 

年 金 額 

                 399,700 円 

老 齢 年 金       
大正 15年 4月 1日以前に生まれた人で、納付要件を

満たした人が65歳になったとき等。 

年 金 額 

 5 年年金       403,400 円 

10 年年金     473,820 円 

通 算 老 齢       

年    金 

大正 15年 4月 1日以前に生まれた人で、保険料納付

期間、免除期間が１年以上あり、厚生年金、共済組

合等の加入期間と国民年金の保険料を納めた期間が

あわせて25年以上ある人が65歳になったとき。 

年 金 額 

{(2,501 円×納付月数)＋(2,501×  

 免除月数×1/3)}×0.999 

障 害 年 金 

障害認定日が昭和 61年 3月 31 日以前である人が、

病気やけがで障害者となったとき。一定の保険料納

付条件がある。 

年 金 額 

１級障害      975,125 円 

２級障害         780,100 円 

老 齢 基 礎       

年    金 

原則、保険料納付済期間および免除期間を合わせた

期間が25年以上ある人が65歳になったとき。 

年金額       780,100 円 

[国民年金加入期間の全期間(通常

は40年)を納めた場合] 

障 害 基 礎       

年    金 

国民年金加入期間中に初診日がある病気やけがで障

害者となったとき、加入期間のうち保険料未納期間

が1/3以上ないとき。 

年 金 額 

１級障害      975,125 円 

２級障害         780,100 円 
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遺 族 基 礎       

年    金 

国民年金加入中の人、老齢基礎年金の受給資格のあ

る人が亡くなったときに、その人に扶養されていた

子のある妻（夫）、または子がいるとき。国民年金加

入中に死亡した場合は、加入期間のうち保険料未納

期間が1/3以上ないとき。 

年 金 額 

子のある妻（夫） 

   子１人   1,004,600 円 

   子２人   1,229,100 円 

子のみ 

      子１人    780,100 円 

      子２人   1,004,600 円 

寡 婦 年 金       

夫が、老齢年金または老齢基礎年金を受けないで亡

くなったとき、妻が60～65歳になるまでの間支給さ

れる。 

年 金 額 

夫が受けたであろう老齢基礎年金

額の3／4 

死亡一時金       
3 年以上保険料を納めた人が、老齢基礎年金または

障害基礎年金を受けずに亡くなったとき。 

一時金の額 

 3年以上15年未満  120,000円 

15年以上20年未満  145,000円 

20年以上25年未満  170,000円 

25年以上30年未満  220,000円 

30年以上35年未満   270,000円 

35年以上             320,000円 

 

（３）支給状況     

年 度 

区 分 

２６ ２７ ２８ 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

 

老 齢 福 祉 年 金 

老齢・通算老齢年金 

障 害 年 金 

母子・準母子年金 

寡 婦 年 金 

老 齢 基 礎 年 金 

障 害 基 礎 年 金 

遺 族 基 礎 年 金 

件 

3 

1,664 

57 

0 

18 

23,866 

1,309 

147 

円 

399,700 

595,078,900 

48,106,800 

0 

7,961,800 

16,358,836,800 

1,144,848,600 

110,116,100 

件 

3 

1,664 

57 

0 

18 

23,866 

1,309 

147 

円 

399,700 

595,078,900 

48,106,800 

0 

7,961,800 

16,358,836,800 

1,144,848,600 

110,116,100 

件 

2 

1,246 

52 

0 

12 

25,459 

1,661 

186 

円 

0 

451,549,428 

43,880,625 

0 

5,345,516 

17,739,220,288 

1,456,182,300 

140,795,200 

計 27,064 18,265,348,700 27,064 18,265,348,700 28,618 19,836,973,357 

 

◎ 保 険 料 

国民年金保険料      平成２８年度   １６，２６０円 

               平成２９年度   １６，４９０円 

  国民年金付加保険料                ４００円   ※いずれも月額 

  

 ※日本年金機構からの資料提供により作成 
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在日外国人老齢・障害福祉金支給制度 

 

○ 概   要 

  1982 年（昭和 57 年）および 1986 年（昭和 61 年）の国民年金法の改正により、在日外国人の方も国

民年金に加入できるようになりましたが、既に高齢であったため受給要件を満たせなかった方には、日

本人に支給されていた無拠出の老齢・障害福祉年金等は支給されませんでした。このため、無年金者と

なっている在日外国人の高齢者・障害者の方に対して、国民年金法改正等により救済されるまでの間、

彦根市独自の暫定措置として、福祉金を県の補助を受け支給するものです。 

 

 

  老 齢 福 祉 金         

☆ 支給対象 ・1926年（大正15年）4月 1日以前 

       に生まれた人。 

・ 1982 年（昭和 57 年）1 月 1 日以前

から日本に居住し、1996年（平成8

年）4 月 1 日現在滋賀県内に外国人

登録をしている人。（帰化した人を

含む） 

 上記いずれにも該当する人。 

☆ 支給金額 ・年額264千円 

☆ 支給状況（平成28年度） 

      ・受 給 権 者            5人 

      ・支給対象者       4人 

      ・支 給 総 額        1,056,000円 

  

 

  障 害 福 祉 金         

☆ 支給対象 ・1962年（昭和37年）1月 1日以前 

       に生まれた人。 

      ・1982年（昭和57年）1月 1日以前 

       に初診日があり、障害の状態が国民 

       年金法に定める2級以上の人。 

・ 1982 年（昭和57年）1月 1日前か 

ら日本に居住し、1996年（平成8年）

4 月 1 日現在滋賀県内に外国人登録

をしている人。（帰化した人を含

む） 

上記いずれにも該当する人。 

☆ 支給金額 ・年額72万円 

☆ 支給状況（平成28年度） 

      ・受 給 権 者       0 人 

      ・支給対象者  0人 

      ・支 給 総 額       0 円 
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医　療　費　助　成　等

制度別 対象者
人 円

乳幼児福祉医療費助成事業 7,073

重度心身障害者（児）福祉医療費助成事業 857

341

老人福祉医療費助成事業 148

母子家庭福祉医療費助成事業 2,572

父子家庭福祉医療費助成事業 160

ひとり暮らし寡婦福祉医療費助成事業 28

ひとり暮らし高齢寡婦福祉医療費助成事業 28

重度心身障害老人等福祉助成費助成事業 919

41

乳幼児福祉医療費助成事業 217

心身障害者（児）福祉医療費助成事業 236

老人福祉医療費助成事業 79

重度心身障害老人等福祉助成費助成事業 358

子ども医療費助成事業（入院　小中学生） 150

13,207

（１）児童手当
　①３歳未満

人 円

②３歳以上～小学校修了前

人 円

112,601合　　　　　　計

185,430,000

支　　　払　　　額

特　　例　　給　　付

6,742,489

3,035,000

非　　被　　用　　者

5,721

4,739

607

受給対象児童数（延べ）

89,554

市制度の乳幼児福祉医療費助成事業には、県制度の一部自己負担金の無料化分を含む。

市制度の乳幼児福祉医療費助成事業　217名は平成28年9月末まで。10月1日より県制度に統合。

4,438,222

28,605,000

420,450,000

71,085,000

支　　　払　　　額

494,570,000

11,894,859

49,533,209

644,625,938

33,897,907

特　　例　　給　　付

被　　　 用 　　　者

区　　　　　　分

医　療　費　の　助　成　

種　　　　　　　　　　別

精神障害者精神科通院医療費助成事業

（平成２８年度）
助　　成　　費

190,547,050

155,572,039

児　童　手　当　の　支　払　状　況

市単独

33,376

非　　被　　用　　者

受給対象児童数（延べ）

（平成２８年度）

3,361,007

2,304,114

82,275,664

精神障害老人精神科通院医療費助成事業

対象者数は平成２９年３月末現在、助成費は平成２８年度中の実績

5,372,547

県補助

9,186,568

80,527,815

8,199,221

773,227

区　　　　　　分

17,326

1,162,535,000

合　　　　　　計

948,500,000

合　　　　　　　　　　計

28,030

被　　 　用 　　　者
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　③中学生

人 円

④施設・里親

人 円

合　　　　　　計

5

区　　　　　　分

３歳以上～小学校修了前

75,000

中学生 158 1,580,000

44

区　　　　　　分

207 2,095,000

38,359

受給対象児童数（延べ）

440,000

3,399

受給対象児童数（延べ） 支　　　払　　　額

34,960

16,995,000

366,595,000

特　　例　　給　　付

合　　　　　　計

３歳未満

349,600,000

支　　　払　　　額
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人権施策の推進 
 
 
 「彦根市人権尊重都市宣言」の精神と「人権が尊重されるまち彦根をつくる条例」の趣旨にのっとり、

部落差別や女性、子ども、高齢者、障害者、外国人等に対するあらゆる差別をなくし、市民一人ひとりの

人権意識の高揚を図るとともに、人権擁護に努め、人権が尊重されるまちづくりの実現に向けて、「彦根市

人権施策基本方針」に基づき、総合的に人権施策を推進する。 
 
 

 １. 人権擁護・人権啓発の主要な取組 

 （１）人権擁護活動に関すること 

 

   ① 人権擁護委員の推薦および法務局等の人権擁護に係る関係機関との連絡調整や人権擁護推進員

との合同研修会の開催、人権問題にかかる各種大会や研究会への参加 

 

   ② 人権擁護委員による人権相談窓口の開設（毎月第１・第３水曜日 市役所１階市民相談室ほか） 

 

 （２）人権尊重のまちづくりに関すること 

 

    「彦根市人権尊重都市宣言」の精神と「人権が尊重されるまち彦根をつくる条例」の趣旨にのっ

とり、あらゆる差別をなくし、市民一人ひとりの参加によって人権が尊重され、誰もが自分らしく

輝きながら、夢や希望をもって安心して暮らすことのできるまちの実現を図るため、平成２１年４

月に策定した「彦根市人権施策基本方針」に基づき、総合的に人権施策を推進した。 
 

 （３）市民啓発に関すること 

 

   ① 人権のまちづくりフェスタ２０１６ 

     趣  旨  人権尊重のまちづくりの実現に向け、広く市民を対象に、現代社会において存在

している様々な人権課題について学習と体験を行うことができる場として開催し

た。 

     開 催 日  平成２８年９月２２日（木・祝） 

     開催場所  ひこね市文化プラザ 全館 

     内  容  講演 「外国人の人権～多文化共生を目指して～」 

           講師 仲尾 宏 さん 

講演のほか、より広い層からの自主的な参加を促進していくために、親子連れで参加できる

ような体験コーナーや飲食ブース、アトラクション、キッズスペースなどを設けた。また、昨

年度と同じく、人権啓発や福祉の推進に取組む各種団体の活動発表と交流の場とした。 

本年度においては、滋賀県主催の「じんけんフェスタしが２０１６」との共同開催となり、

市内だけではなく市外からの参加者があったことから、参加人数は平成２７年度に大津法務局

と共同開催した「人権のまちづくりフェスタ２０１５」の参加人数１，５００人より大幅に増

加した。 

     参加者数  ２，１００人 

   ② 人権啓発物品の作成・配布 

      人権週間街頭啓発、人権のまちづくりフェスタ、研修会等で配布 

 

（４） 地域啓発に関すること 

 

① 彦根市人権教育推進協議会活動 

     ・地域における人権啓発活動の促進に向けた交流研修会の開催 

     ・各小学校区単位に組織された学区人権教育推進協議会との連絡・調整 
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   ② 学区人権教育推進協議会および自治会の人権啓発活動の推進 

     ・市民学習会、人権教育推進員研修会、人権のまちづくり懇談会の開催支援 

     ・｢人推協だより」の発行 

     ・同和問題啓発強調月間における学区内啓発活動の推進 

 

   ③ 地域人権啓発リーダーの育成 

     ・人権啓発リーダー養成講座（「講師チャレンジ」講座）の開催 

       平成２８年６月８日～６月２９日の期間に全４講座   受講者 １３人 

     ・人権啓発指導者研究会の開催 

       年２回開催  第１回：平成２８年８月２３日 出席者 ３８人 

第２回：平成２９年２月２３日 出席者 ３９人 

 

   ④ ヒューマンアクターの活動 

     ・各学区人権教育推進協議会に対し、人権教育推進員研修会、市民学習会等の開催支援 

     ・各自治会単位の人権のまちづくり懇談会開催等の推進と支援 

     ・定例会議の開催による情報交換と研修および連絡調整 

 

   ⑤ 啓発資料の作成と教材の整備 

     ・啓発冊子「ゆきどけ」、「ゆきどけ」ワークシート集等の作成 

     ・「人権のまちづくり懇談会開催のてびき」の作成 

     ・人権作品「はーとふるメッセージ」（標語・作文・ポスター）の募集および啓発パネルの作成・

貸出 

     ・人権啓発視聴覚教材の整備と活用 

     ・各種研修会への参加 

 

 （５）企業啓発に関すること 

 

   ① 経営者（１回）・新入社員（１回）・事業所内公正採用選考・人権啓発担当者１回、視察研修１

回、次期「人権啓発担当者」養成講座（１回）等の人権問題研修を実施し、企業内における様々

な人権課題への取組を促進 

     ・平成２８年度実績 研修会開催数 ５回  参加企業（人数） 延べ１０２社・１４２人 

 

   ② ７月の「なくそう就職差別 企業内公正採用選考・人権啓発推進月間」を中心に、「推進班」を

編成、企業への啓発訪問を実施 

     ・年間訪問、啓発リーフレットの配布 

     ・平成２８年度実績 人権啓発担当者設置企業数 １９１社（対象企業数 ２５３社） 

  啓発訪問企業数 ２４８社 

 

   ③ 啓発リーフレット「Ｂｅ Ｈａｐｐｙ」ＶＯＬ.９の作成・配布 

     ・作成部数２８，０００部 

     ・企業への啓発訪問実施の際に、企業の従業員人数分を配布 

 

   ④ 企業内研修への教材貸出・講師派遣 

     ・平成２８年度実績 講師派遣回数 ４６回   教材貸出件数 ２４件 

 

   ⑤ 滋賀人権啓発企業連絡会彦根ブロック、彦根愛知犬上職業対策連絡協議会等との連携を図り、

企業内人権教育の推進・活動を支援 
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 ２．彦根市地域総合センターの概要 

 （１）人権・福祉交流会館の概要 
    所 在 地  彦根市犬方町８４８番地１ 

    設置年月日  昭和４２年１月１２日（昭和４６年現在地に移転） 

    改築年月日  平成１８年５月１０日 
    規模・構造  鉄筋コンクリート造２階建 
    敷 地面 積  ３,７１８．４㎡ 
    建物延床面積  ９３２．４㎡ 〔１Ｆ ５２３．９㎡・２Ｆ ４０８．５㎡〕（教育集会所部分含む。） 

    愛   称  ＷＡっとねす春日（わっとねすかすが） 
 
 
    広野教育集会所 
    所 在 地  彦根市犬方町８４８番地１ 

    事 業 開 始  昭和５０年４月１日 

    （人権・福祉交流会館の一部として改築） 

 
 

 

 

男女共同参画の推進 
 
 
 『性別にかかわりなく 多様な生き方が認められ 一人ひとりが輝いて生きられるまち ひこね』をめ

ざす将来像とし、『男女を問わず、一人ひとりが自立した人間として、個性や自主性が尊重され、誰もが社

会の様々な場で対等に参画し、ともに支え合う男女共同参画社会を実現する。』を基本理念として、今も深

く根ざした固定的な性別役割分業意識を解消し、男女を問わず責任と喜びを分かちあって、能力と個性が

十分に発揮できる男女共同参画社会の実現に向けた取組を進める。 
 
 

 １．平成２８年度主要事業 

 （１）男女共同参画計画「男女共同参画ひこねかがやきプランⅡ」の改定 

 

    目まぐるしく変化する社会情勢から生じる新たな課題等に対応するため、「男女共同参画社会づく

りのための市民意識調査」を実施し、その結果を踏まえ平成２３年３月に策定した男女共同参画計

画「男女共同参画ひこねかがやきプランⅡ」の改定を行った。また、計画の改定に当たり「男女共

同参画審議会」を５回開催し、審議を行った。 
 
 （２）男女共同参画社会づくり推進本部の運営 

 

    推進本部において、男女共同参画計画「男女共同参画ひこねかがやきプランⅡ」の改定について

議論を行った。また、各所属からワーキングメンバーを選出し、「男女共同参画とメディアリテラシ

ー」をテーマとし、研修会を実施した。 
 

 （３）さんかくミニ講座（出前講座）の開催 

 

    公募によって選任された男女共同参画地域推進員(７人)が地域等へ出向き、日常生活に根強く残

る女性に対する偏見や風習・習慣の見直しと、市民一人ひとりが個性や能力を発揮することができ

る男女共同参画社会づくりについて話し合う出前講座を開催した。 
     年間開催回数 １６回   参加者数 ３３４人 
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 （４）男女共同参画推進事業者の表彰 

 

    男女共同参画に積極的に取り組んでいる事業者（事業活動を行う個人、法人、非営利団体、自治

会等各種団体など）を公募し、選考委員会の選考に基づき表彰事業者を決定し、「広報ひこね」や市

ホームページ等で広く市民に周知した。また、事業者表彰制度を広く周知するために、男女共同参

画セミナー「ウィズさんかく塾」において、表彰式を行った。 
     表彰件数 ２件 
 
 （５）彦根市男女共同参画センター「ウィズ」の管理運営 

 

    男女共同参画を推進するための啓発および市民活動の拠点施設として、各種講座等の開催、情報

の発信、資料の収集と提供、団体育成および団体間交流、相談業務、貸館業務を行った。施設の管

理運営については、平成１８年度から指定管理者制度を採用している。 
     年間センター利用人数  ２８，２４４人 
 
   ① 講座等 
     「男女共同参画セミナー（全５回）」、「男の生き方セミナー（全５回）」、「男と女の生き方セミ

ナー（全２回）」、「女性チャレンジ支援講座(全４回)」、「市民企画講座（全３回）」、「親子ロボッ

ト教室（全２０回）」、「ウィズおやこ広場（全１１回）」、「親子チャレンジ（全２回）」、「男女共同

参画公開講座（全１回）」、「ウィズ法律講座（全１回）」、「ウィズ大学講座（全２回）」、「暴力防止

啓発講座（全１回）」、「ウィズ粋イキ（いきいき）講座（全２回）」、「多文化交流セミナー（全１

回）」他 
       講座受講者  延べ２，３９０人 
    ・ウィズフェスティバル２０１６ 「いきいき・わくわく・きらきらの毎日を！」 
       平成２８年１０月１日（土）開催  参加者 ８７０人 
    ・ウィズマルシェ２０１６ 「自分らしさ・こだわり・再発見！！」 
       平成２８年１２月３日（土）開催  出店ブース ３４件 参加者 ７００人 

・男女共同参画フォーラム 「いま、私たちにできること！」 
       平成２９年３月５日（日）開催  参加者 １２０人 
     
   ② 情報提供（図書、ＤＶＤ等貸出し、情報誌発行など、男女共同参画に関する情報提供） 

      書籍・雑誌、ＤＶＤ・ビデオの貸出し 

       書籍・雑誌 ４１２冊  ＤＶＤ・ビデオ ２４本 

      男女共同参画社会づくり広報誌「かけはし」の発行 

       公募による編集委員（３人）が編集し、２月に全戸配布 

 
   ③ 団体育成  登録団体数 ２５団体 
 
   ④ 相談業務 
      「ウィズ相談室」・・・・・相談員が総合相談として電話と面談で対応 
                  （毎週水～金の午後１時～４時）    １８２件 
      「心の悩み相談」・・・臨床心理士が相談に対応（月１回）    １７件 
      「法律相談」・・・・・・・弁護士が相談に対応（月１回）      １７件 
 

 （６）彦根城パープル・ライトアップの実施 

 

「女性に対する暴力をなくす運動」期間（11月 12日～同月25日）の前日である１１月１１日に、

女性に対する暴力根絶のシンボルであるパープルリボンにちなみ、彦根城の夜間ライトアップを紫

色で点灯するとともに、彦根駅前で街頭啓発を行い、パープルリボンのメッセージを呼びかけた。 
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多文化共生社会の推進 
 

 

 外国人住民は市人口の約２％を占め、また、定住志向も高まっている。互いの文化的違いを認め合い、

対等な関係を築きながら、地域社会の構成員としてともに生きていく、多文化共生社会の実現に向けたま

ちづくりを進める。 

 

 １． 平成２８年度主要事業 

 （１）国際交流員の招致 

 

    ＪＥＴプログラム（語学指導等を行う外国青年招致事業）により、国際交流員（１人）をブラジ

ルから招致して、「多文化交流教室」や「多国籍料理教室」等を開催した。市民に外国の文化・歴史・

習慣等を紹介することで、国際理解を深め、地域レベルでの多文化共生社会への意識付けを推進し

た。 

 

 （２）国際理解の推進（湖東定住自立圏事業） 

 

    国際的な視野や感覚を持った人材を育成するとともに多文化共生社会の実現のため、聖泉大学 

森 雄二郎氏へ事業委託を行い、小中高等学校を中心に出前講座を行った。 

     出前講座年間開催回数 １５回 

 

 （３）多文化共生の促進 

 

    外国人住民も地域を構成する一員として、ともに暮らしやすいまちを目指し、通訳の配置や情報

提供、また外国人児童・生徒への支援を行った。 

 

   ① 市役所窓口への通訳配置 

     ・ポルトガル語主任通訳 １名 

     ・ポルトガル語通訳 １名 

     ・英語通訳 １名 

     ・中国語通訳 １名（火曜日・金曜日のみ） 

 

   ② 情報提供 

     ・多言語版「広報ひこね」発行 毎月１回 

（英語３５０部・ポルトガル語３３０部・中国語２７０部）（部数は１２か月の平均値） 

 

   ③ 行政制度説明会「ごみの捨て方の講習会」の開催 参加者３３人 

（英語・ポルトガル語・中国語通訳配置） 

 

   ④ 子ども多文化クラブの開催 

     ・長期休暇中の外国人児童・生徒の孤立を防ぐため、学校や学年を越えてネットワークづくり

ができる場として夏休み・冬休みに開催した。 

 開催日数７日（夏６日、冬１日）  参加者３４人（夏２７人、冬２２人） 
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国 際 交 流 
 
 

１．  姉妹都市・友好都市交流の推進 

 米国ミシガン州アナーバー市とは、昭和４４年(１９６９年)の姉妹都市提携以来、市民使節団や中学生

使節団の相互派遣交流などを中心に交流を行っている。また、中国湖南省湘潭市とは、平成３年(１９９１

年)に友好都市関係を結び、市民使節団や中学生使節団の相互派遣などを通して友好交流を進めている。 
 
 

２．  市民参加の国際交流の推進 

 市民会館にある「国際交流サロン」は、外国人住民と日本人住民が気軽に交流できる場として、また、

市民団体の活動拠点、外国人住民の相談の場としても、広く活用されている。 

 さらに国際交流や多文化共生に係る情報発信に努め、市民の国際理解を推進し、多文化共生社会の実現

を図っていく。 

 

 

３．  平成２８年度主要事業 

 （１）アナーバー市との交流（彦根市国際協会委託事業） 

１０月に、彦根市中学生北米研修派遣団（生徒１４人、引率者２人）がアナーバー市を訪問し、

ホームステイや姉妹校での授業参加や交歓を通して交流を深めるとともに、１１月に、アナーバー

市中高生代表団（生徒１４人、引率者２人）の受入を行い、姉妹都市との交流を推進した。 

 

（２）湘潭市との交流 

湘潭市との友好都市提携協議書等に基づき、１１月に、彦根市代表団（９人）の派遣を、２月に、

湘潭市代表団（６人）の受入を行い、友好都市との交流を推進した。また、湘潭市からの中学生の

代表団を受入する予定だったが、湘潭市の応募者がなかったことにより中止となった。 

 

（３）国際交流施設の管理運営 

    国際交流サロンでは、姉妹都市・友好都市をはじめとする国際交流関係の情報提供を行うほか、

外国人住民との交流の場・市民団体の活動拠点としての活用を図った。 
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生 活 環 境 
 

１． 交通安全対策 

（１）交通災害共済加入状況 

  交通災害共済は、県民一人ひとりが掛金を出し合い、交通事故にあった人に見舞金を贈り救済する 

県下 19市町で構成している共済制度です。 

 
年 度 加 入 者 数 加 入 率 共済掛金額 

24 18,655 16.5 9,327,500 

25 17,652 15.6 8,826,000 

26 16,610 14.6 8,305,000 

27 16,100 14.2 8,050,000 

28 15,227 13.4 7,613,500 
 

 

（２）交通災害見舞金支給状況 

年 度  件   数 金    額 備      考 

24 206  8,300,000     

25 221 9,600,000     

26 200  7,765,000  

27 183  9,465,000 内死亡 3件 

28 161  6,355,000  

 
 
 
２． 公 害 対 策 

（１）公害苦情受付件数 （平成２８年度）                    （件）                                    

区 分 件 数 処  理  状  況 
解  決 指 導 中 調 査 中 

 振     動 1 1   

 水 質 汚 濁 18 17  1 

 騒     音 8 7 1  

 大 気 汚 染 2 2   

 悪     臭 32 31  1 

 そ の 他 9 8 1  

    計  70 66 2 2 

                                                                                                         
 廃棄物の不法投棄やごみの野焼き、隣近所の騒音など近隣公害といわれる苦情が多く寄せられています。

自分の生活と環境との関わりについて、今一度見直すことが必要です。 
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（２）公害・環境の現状（行政の取組み） 

① 工場パトロール 

 
工場、事業場のパトロールを実施し、特定施設や公害防止施設の稼働状況や管理状況の確認、改 

善指導等を行っています。 
 

   ② 公害苦情処理 

 
    市民の方々から寄せられる公害等に関する苦情を処理しています。当課で処理できないものは他 
   の課へ、また必要に応じて県の各関係機関への連絡や共同で処理することもあります。 
 

③ 公害防止および環境保全に関する協定 

 
    市内の大規模工場や新しく設置される工場に対して、法律や条例に基づく規制を補完しながら、

地域の実情に即した公害の未然防止を図るために、彦根市環境基本条例第21条第 1項の規定に基づ

き公害防止および環境保全に関する協定を結んでいます。市外にある工場で排水が市内に流入する 

工場についても、同様の趣旨から協定を結んでいます。既に協定を結んでいる工場については、内

容の充実を図るため見直し作業も進めています。 

 

④ 環境調査 

 
(1) 河川水質汚染：市内 12 河川（犬上川、芹川など）、15 地点を定点としてｐＨ、ＢＯＤ、ＣＯ

Ｄ、大腸菌群数などの一般項目の分析を実施し、また、一部主要河川において有害物質などの

項目について、分析しています。河川以外にも彦根城の堀や沼などについても、適宜水質検査

を実施しています。 

 

(2) 土壌底質検査：市内の土壌や有害物質使用工場下流の河川底質中の重金属類について、毎年１

回実施しています。 

 

(3) 大気汚染調査：浮遊粒子状物質は、1個所で調査を実施しています。 

 

(4) 騒音・振動調査：市内を縦断する名神高速道路、国道8号や市内主要道路などで、必要に 

応じて騒音・振動調査を実施しています。 

また、生活環境における騒音の実態を把握するための調査も実施しています。 

 

(5) 環境保全意識の高揚：工場等の事業者や市民に対して、環境保全意識の高揚を図るために、  

情報の提供や広報掲載をしています。 

 

 

 

３． 自然保護対策について 

 

身近な自然に目を向け、自然と人間との関わりを理解してもらうため、毎年数回の自然観察会

を実施し、彦根市内に残る身近な自然の保護・保全の啓発をしています。   
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４． 環境保全対策について 

 

    彦根市環境基本条例に基づき、彦根市環境基本計画および地域行動計画を策定し、本計画に基づ

き各主体の協力・協働の下、環境の保全と創出を進めています。 

    各家庭より排出される家庭排水の対策を総合的に進めるため、生活排水対策推進計画を策定し、 

   環境保全指導員の養成を行っています。 

 
 
 

５． 低炭素社会構築について 
 
    地球温暖化問題の深刻化に対応するため、本市は、平成２０年７月７日「低炭素社会構築都市宣

言」を行いました。 
    低炭素社会を実現するため、教育分野では小学校４年生から６年生を対象に「環境学習プログラ

ム」を実施し、家庭での温室効果ガスの削減に取り組んで頂いています。 
    また、省エネルギーを促進するため、緑のカーテンの実施を呼び掛け、栽培のための講習会やコ

ンテストを定住自立圏内 4 町と共同で実施しています。 
    

緑のカーテン栽培講習会 
 講習会開催数 延べ参加者数 

平成 24年度 ３ 77 

平成 25年度 ３ 78 

平成 26年度 ４ 68 

平成 27年度 ４ 61 

平成 28年度 ４ 70 

 

   緑のカーテンコンテスト   

 エントリー数 家庭部門 店舗・事業所部門 公共施設部門 

平成 24年度 78 46 9 23 

平成 25年度 109 77 13 19 

平成 26年度 38 17 6 15 

平成 27年度 21 6 5 10 

平成 28年度 22 6 5 11 

   ※家庭部門…主に個人住宅を対象、店舗・事業所部門…主に商店など事業所を対象 

    公共施設部門…主にコミュニティセンターや教育施設を対象 

   ※平成26年度からは事前エントリー方式をやめ、直接応募で実施。平成26年度からは応募数。 

 

 

 

６． 生活排水対策（合併浄化槽）について 

 

    生活排水対策のひとつとして、浄化槽の設置に関して、受付および審査を行っています。併せて、

公共下水道の整備が遅れる区域において、浄化槽の設置を促進するため、補助を行っています。 

 

    補助内容 

     ５人槽－３３万円、７人槽－４１．１万円、１０人槽－５１．９万円 
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 年 度 受付件数 内補助件数 

平成24年度 101 34   

平成25年度 128 30   

平成26年度 102 33   

平成27年度 43 19   

平成28年度 70 20   

 
 
 

７． し尿収集事業について（平成２８年度） 

市内のくみ取り式便所のし尿収集を（一財）彦根市事業公社に委託し、公衆衛生・生活環境

の保全に努めています。 

区 分 くみ取り件数 くみ取り延べ人数 
または量 

し 尿 処 理 手 数料                   
（現年調定額） 

し尿処理手数料 
（収納額） 

し尿処理手数料

（収納率） 

 定 額 制          5,012  件 21,241  人 10,824,800円 10,199,990円 94.22％ 

従 量 制          8,356 件 4,615,330 ㍑ 45,631,750 円 43,118,270円 94.49％ 

計 13,368 件 － 56,456,550 円  53,318,260 円 94.44％ 

 

 

 

８． ２Ｒ（リデュース：発生抑制、リサイクル：再資源化）の推進事業について 

   (1) 自治会、子ども会など地域団体が行った紙類、繊維類の資源回収に対して奨励金を交付し、資

源の再生利用の推進およびリサイクル意識の高揚を図っています。 

 

 年 度 延べ団体数 回収量（ｋｇ） 奨励金交付額（円） 

平成24年度 772 2,852,455   5,704,910   

平成25年度 806 2,752,964  5,505,928   

平成26年度 773   2,595,141  5,190,282   

平成27年度 749   2,383,486  4,766,972   

平成28年度 714  2,209,832  4,419,664  

 

   (2) 生ごみ処理機の購入者に対して補助金を交付し、自家処理を推進しています。 

 

 年 度 受付件数 補助金交付額（円） 補助率 補助限度額(円) 

平成24年度 24 357,000   1/3 15,000  

平成25年度 19 282,400   1/3 15,000  

平成26年度 29 424,400   1/3 15,000  

平成27年度 21 303,200   1/3 15,000  

平成28年度 15 215,600    1/3      15,000 

 

   (3)  市民団体の協力で微生物を活用した簡易生ごみ処理の普及を図っています。 
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９． 消費生活相談 

消費生活相談受付件数 
    消費生活相談は、市民の消費生活に関するトラブルなどに対応するため、専門資格を有する消費

生活相談員による窓口を開設し、問題の解決に当たっています。 

                                                    

 年 度 受付件数 内苦情件数 内多重債務相談件数 

平成24年度 536 514  30  

平成25年度 640 600   37   

平成26年度 574         560        34 

平成27年度 543         531        17 

平成28年度 416         400        12 

 
 
 

１０． 犬の登録、狂犬病予防注射実施状況 （平成２８年度）         （単位：件） 

 登 録 頭 数           死亡および抑留頭数 注 射 頭 数 

場所 各地区会場 
生活環境課 

(稲枝支所) 
獣 医 師 計 死 亡 抑留数 集 合 個 別 

件数 10 81 275 366 303 13 656 3,159 

 

- 187 -



清    掃 
 

１ ご  み 

 一般廃棄物処理実施計画（ごみ）                      平成 29年 4月 1日 

 

 １ 排出の見込み量                 36,585 トン 

  (1) 資源             3,903トン 

   ア 缶・金属類              238 トン 

   イ びん類                 751 トン 

   ウ ペットボトル          393 トン 

   エ 容器包装プラスチック     1,644 トン 

   オ 廃食用油                     39トン 

   カ 使用済乾電池           34トン 

キ 古紙・衣類             801 トン 

ク 使用済蛍光管等          3 トン 

  (2) 可燃ごみ           29,812トン 

ア 燃やすごみ         27,796 トン 

イ 草・木           2,016 トン 

  (3) 粗大ごみ             1,563トン 

   ア 粗大ごみ          1,419 トン 

 イ 小型家電           144 トン 

    (4) 埋立ごみ           1,307トン 

 

 ２ 処理主体 

  種   類 処理区分 

処   理   主   体 

収集および運搬 
処     分 

中間処理 最終処分 

資 
 

源 

缶・金属類 選別・圧縮 

委託業者 

彦根市 

再資源化事業者 
びん類 色選別 

ペットボトル 圧縮・梱包 

特定再商品化事業者 容器包装プラス

チック 
圧縮・梱包 彦根市・委託業者 

廃食用油 再資源化 彦根市・委託業者 

再資源化事業者 
使用済乾電池 再資源化 彦根市・委託業者 

古紙・衣類 再資源化 委託業者 

使用済蛍光管等 再資源化 彦根市・委託業者 

 

可 

燃 

燃やすごみ 
焼 却 

彦根市・委託業者 

・許可業者 
彦根市 

大阪湾広域臨海環境整備センター 

民間事業者 

再資源化 許可業者 
再資源化事業者 

草・木 再資源化 彦根市・許可業者 

埋立ごみ 埋立て 彦根市・委託業者 民間事業者 民間事業者 

粗

大 

粗大ごみ 

破 砕 

彦根市・許可業者 彦根市 

民間事業者 

大阪湾広域臨海環境整備センター 

再資源化 再資源化事業者 

小型家電 彦根市・認定事業者 認定事業者 

特定家庭用機器 再資源化 彦根市・家電販売店 
製造業者等 

指定再資源化製品 再資源化 郵便局 

※廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第１項の許可業者 

  ㈲平和産業  ㈲キタセイ  喜多嘉和㈱ ㈲光田産業 ㈱コテラ ㈱杉本商事 ㈱石田産業  真木

産業 愛知美掃社 ㈲木下カンセー 安田産業㈱ ㈱美濃ラボ 中部メディカル㈲ 近畿環境保全㈱ 
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湖北総合開発㈱ ㈲伊藤金属 ㈱エコプラン 内田商店 ㈲マサル ㈱成功産業 ㈲北口産業 クリ

ーンワーク㈱ ビューティ・サポート㈱ 清美ＳＡＩＧＯ ㈱大栄工業 ㈲伊藤商店 ㈱中澤商事 

㈱木下カンセー ㈱スリーケー 丈工業 三重中央開発㈱ ㈲木村美装 中央環境サービス㈱    

㈲ビッグ管財 愛美装㈱ オランジュ合同会社 リソート㈱ 土田建材㈱ 

 

※廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第６項の許可業者 

  湖北総合開発㈱ ㈱成功産業 ㈱環境事業公社 

 

 ３ 収集および運搬計画 

 

  (1) 収集および運搬する廃棄物の量 

   種     類 
収集および運搬主体 

彦根市直営収集分 委託業者収集分 許可業者収集分 

資源 

缶・金属類       － トン 226トン － トン 

びん類       － トン 645トン － トン 

ペットボトル － トン 380トン － トン 

容器包装プラスチック 958トン 686トン － トン 

廃食用油 － トン 39トン － トン 

使用済乾電池 17トン 15トン － トン 

古紙・衣類 － トン 484トン － トン 

使用済蛍光管 3トン － トン － トン 

可燃 
燃やすごみ 10,340トン 9,015トン 6,562トン 

草･木 －  トン －  トン 941トン 

粗大 
粗大ごみ 47トン －  トン 14トン 

小型家電 5トン － トン － トン 

 埋立ごみ 534トン        418 トン －  トン 

 

  (2) 収集区域の範囲 

     彦根市全域 

 

  (3) 収集方法等 

   ● 定位置収集 

   ① 資源       

    (ア) 缶・金属類      月２回（委託業者）     専用コンテナを使用  

    (イ) びん類        月２回（委託業者）     専用コンテナを使用 

    (ウ) ペットボトル     随 時（委託業者）     回収ボックスを使用 

    (エ) 容器包装プラスチック 週１回（市直営・委託業者） 指定袋を使用 

    (オ) 廃食用油       随 時（委託業者）     回収ボックスを使用 

    (カ) 使用済乾電池    月１回（市直営・委託業者）  

    (キ) 古紙・衣類      月１回または月２回（委託業者） 

    (ク) 小型家電       随 時（市直営）            戸別収集 

    (ケ) 使用済蛍光管等   随 時（市直営）      回収ボックスを使用 

   ② 燃やすごみ        週２回（市直営・委託業者） 指定袋を使用 

   ③ 粗大ごみ         週１回（市直営）      戸別収集 

   ④ 埋立ごみ         月１回（市直営・委託業者） 指定袋を使用 

   ⑤ 特定家庭用機器      随 時（市直営・家電販売店） 

   ⑥ 事業系一般廃棄物等 

      自ら処理できない場合は、①（ア）（イ）、②、③の廃棄物の区分により、市の許可した業者

にその処理を委託するか、または市長の指示に従い、その処理をしなければならない。 

   ⑦ 事業活動以外から生じた多量の一般廃棄物 

      事業活動以外から生じた多量の一般廃棄物の処分をする場合は、市の許可した業者にその処

理を委託することができる。 
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 (4) 収集および運搬する廃棄物の搬入先別の内訳量 

  種     類 搬 入 先 
搬  入  量 

市直営収集分 委託業者収集分 許可業者収集分 

資 

源 

缶・金属類 彦根市清掃センター                － トン 226トン － トン 

びん類 彦根市清掃センター           － トン 645トン － トン 

ペットボトル 彦根市清掃センター           － トン 380トン － トン 

容器包装プラスチ

ック 
彦根市清掃センター           958 トン 686トン － トン 

廃食用油 再資源化事業者 － トン 39トン － トン 

使用済乾電池 彦根市清掃センター           17 トン 15トン － トン 

古紙・衣類 再資源化事業者 － トン  484トン － トン 

使用済蛍光管等 再資源化事業者 3トン － トン － トン 

可 

燃 

燃やすごみ 
彦根市清掃センター           10,340トン 8,463トン 6,562トン 

民間事業者 － トン 552トン － トン 

草・木 再資源化事業者 －  トン －  トン 941トン 

粗大ごみ 彦根市清掃センター           47 トン － トン 14トン 

埋立ごみ 民間事業者 534トン 418トン   － トン 

 

 

４ 中間処理計画 

 

  (1) 処理施設の概要 

施  設  名 所  在  地 型  式 処 理 能 力 

彦 根 市 ご み 焼 却 場              彦根市野瀬町279番地 1 機械化バッチ        １日   90トン 

彦根市プラスチックごみ減容装置 彦根市開出今町1330番地 熱風溶融固化        ５時間   7.5 トン 

彦根市プラスチック資源化施設 彦根市野瀬町279番地 1 選別圧縮梱包 ５時間   4.9 トン 

彦 根 市 粗 大 ご み 処 理 場              彦根市野瀬町279番地 1 圧縮２次せん断 ５時間   50 トン 

彦根市缶選別圧縮装置 彦根市野瀬町279番地 1 選別圧縮 １日   4.9トン 

彦根市びん選別作業所 彦根市野瀬町279番地 1 手選別          － 

彦根市ペットボトル圧縮梱包装置 彦根市野瀬町279番地 1 選別圧縮梱包 １日    1トン 

 

  (2) 搬入される廃棄物の搬入者別内訳量 

搬  入  施  設 搬  入  者 搬  入  量 

彦 根 市 ご み 焼 却 場 

 彦根市直営収集分         10,340トン 

 委託業者収集分         8,463トン 

 許可業者収集分         6,562トン 

 直接搬入分         1,879トン 

彦根市プラスチックごみ減容装置 

 彦根市直営収集分 － トン 

 委託業者収集分 － トン 

 許可業者収集分 － トン 

 直接搬入分 － トン 

彦根市プラスチック資源化施設 

 彦根市直営収集分           958トン 

 委託業者収集分           686トン 

 許可業者収集分 － トン 

 直接搬入分                    0トン 

彦 根 市 粗 大 ご み 処 理 場 

 彦根市直営収集分          47トン 

 許可業者収集分           14トン 

 直接搬入分                1,358トン 

彦根市 

缶選別圧縮装置 

 委託業者収集分          226トン 

 許可業者収集分 －  トン 

 直接搬入分                   12トン 
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彦根市 

びん選別作業所 

 委託業者収集分          645トン 

 許可業者収集分 － トン 

 直接搬入分                  106トン 

彦根市 

ペットボトル圧縮梱包装置 

 委託業者収集分          380トン 

 許可業者収集分          － トン 

 直接搬入分                   13 トン 

 

  (3) 残りかすの量および処分方法 

残 り か す の 量           処 分 方 法       処   分   地 

      3,858トン  埋 立 て  大 阪 湾 広 域 臨 海 環 境 整 備 セ ン タ ー                     

96 トン    焼  成  民間事業者 

 

 

５ 排出抑制および再資源化の方法 

(1) ごみの減量化や資源化、再利用への啓発活動を推進する。 

(2) 事業系一般廃棄物の適正排出の啓発活動を推進する。 

(3) 搬入物の展開検査や身分証明書の確認により、越境ごみへの対策を実施する。 

(4) 自治会、婦人会、子ども会等各種団体による紙類、繊維類の資源回収に対し奨励金を交付し、リ

サイクル運動を推進する。 

(5) 生ごみ処理機の購入者に対して補助金を交付し、自家処理を推進する。 

(6) 微生物を活用した簡易生ごみ処理法を市民団体との共同で普及を図る。 

(7) ごみの分別により資源化（びん類、缶・金属類、ペットボトル、容器包装プラスチック、廃食用

油、古紙・衣類、使用済乾電池、使用済蛍光管等）を図る。 

(8) 粗大ごみは、処理施設において破砕後、金属部を回収し、資源化を図る。 

(9) 廃食用油は、バイオディーゼル燃料に加工後、ごみ収集車に使用して環境負荷への軽減を図る。 

(10) 草や剪定枝等の処分を委託し、ごみの減量および資源化を図る。 

(11) 焼却灰の一部について、処分を委託し、最終処分量の削減および資源化を図る。 

(12) 家庭用の使用済蛍光管の拠点回収を実施し、リサイクルの推進を図る。 

(13) 古紙等のスーパーマーケット等での回収（店舗回収）の利用促進を図る。 

(14) 雑紙のリサイクルに係る情報を提供し、リサイクルの推進を図る。 

(15) 食品ロスに関する情報を提供し、食品ロス削減を図る。 

 

 

６ 最終処分計画 

  埋立て 

  ア 彦根愛知犬上広域行政組合「一般廃棄物処理基本計画」による。 

  イ 大阪湾広域臨海環境整備センター               ヘ搬入 
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２ ごみ処理状況 

（単位：ｔ） 

種

類 

     年度 
２４ ２５ ２６ ２７ ２８ 

可 

 

燃 

燃 や す ご み 

直営・委託収集量 20,354 20,285 20,012 19,511 19,101 

許可業者搬入量 

一 般 搬 入 量 
13,353 14,255 14,167 10,649 8,995 

小       計 33,707 34,540 34,179 30,160 28,096 

資 

 

源 

容器包装プラスチック 
直営・委託収集量 

一 般 搬 入 量 
1,439 1,358 1,242 1,181 1,080 

び ん ・ 缶 ・ 金 属 類 
委 託 収 集 量 

一 般 搬 入 量 
1,214 1,193 1,140 1,167 1,176 

ペットボトル・廃食用油 
委 託 収 集 量 

一 般 搬 入 量 
292 289 223 215 255 

使用済み乾電池 
直営・委託収集量 

一 般 搬 入 量 
27 29 28 26 24 

古紙・衣類 

委 託 収 集 量 

一 般 搬 入 量 
587 600 558 546 509 

集 団 回 収 量 2,853 2,753 2,595 2,383 2,210 

使用済み蛍光管 
直 営 収 集 量 

一 般 搬 入 量 
0 0 0 1 2 

草・木 一 般 搬 入 量 0 0 0 689 850 

小       計 6,412 6,222 5,786 6,208 6,106 

粗 

 

大 

粗 大 ご み 

直 営 収 集 量 

許可業者搬入量 

一 般 搬 入 量 

2,118 2,537 1,310 1,406 1,246 

小 型 家 電 
直 営 収 集 量 

一 般 搬 入 量 
0 0 86 100 125 

埋 

 

立 

埋 立 ご み 

直営・委託収集量 1,089 1,069 1,013 1,017 947 

一 般 搬 入 量 763 1,389 794 1,000 356 

合      計 44,089 45,757 43,168 39,891 36,876 

 

３ し尿処理状況 

（単位：ｋｌ） 

 生 し 尿 浄化槽汚泥 総処理量 １日平均 

22 年 度 10,209 19,235 29,444 80.67 

23 年 度 9,520 19,738 29,258 79.94 

24 年 度 8,752 18,448 27,200 74.52 

25 年 度 8,145 18,910 27,055 74.12 

26 年 度 7,662 17,719 25,381 69.54 

27 年 度 7,418 17,561 24,979 68.25 

28 年 度 6,951 16,488 23,439 64.22 
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４  手 数 料 

取 扱 区 分 

し 

尿 

定 

額 

制 

に 

よ 

る 

も 

の 

(1) 月１回の収集の場合 

基本料 450 円に、世帯員１人につき 380 円の

人頭料を加算した額。ただし、１人世帯の場

合は、人頭料を190円とする。 

(2) 月２回以上の収集を必要とする場合 
１回目は月１回の収集の場合と同様とし、 

2回目からは１回ごとに基本料金450円。 

(3) ２箇月または３箇月に１回の収集の 

場合 

基本料450円に、世帯員１人につき380円の 

人頭料（１人世帯の場合は、190円の人頭料） 

に当該月数を乗じた額を加算した額。 

(4) 上記に該当するもののうち特別に収 

集を必要とする場合 
1 回につき基本料450円。 

従 

量 

制 

に 

よ 

る 

も 

の 

(1) 不特定多数の人の出入りする事務所 

および定額制によりがたいもの。 

基本料 450 円に、1 リットルにつき 9 円の割

合で算定した額を加算した額。 

(2)臨時に収集を必要とするもの。 基本料 850 円に、1 リットルにつき 9 円の割

合で算定した額を加算した額。 

取 扱 区 分 

ご

み

事
業
活
動
に
伴
っ
て
生
じ
た

一
般
廃
棄
物

燃やすごみを収集し、および運搬して処分す

る場合 
1袋につき10 ｷﾛｸﾞﾗﾑまでごとに300円 

搬入された燃やすごみを処分する場合 20 ｷﾛｸﾞﾗﾑまでごとに340円 

搬入された粗大ごみ（特定家庭用機器再商品

化法に規定する特定家庭用機器および資源の

有効な利用の促進に関する法律に規定する指

定再資源化製品を除く。以下この表において

同じ。）を処分する場合 

20 ｷﾛｸﾞﾗﾑまでごとに440円 

許
可
業
者
が
搬
入
す
る
事
業
活
動
以
外

か
ら
生
じ
た
多
量
の
一
般
廃
棄
物

搬入された燃やすごみを処分する場合 20 ｷﾛｸﾞﾗﾑまでごとに340円 

搬入された粗大ごみを処分する場合 20 ｷﾛｸﾞﾗﾑまでごとに440円 

搬入された容器包装プラスチックを処分する

場合 
20 ｷﾛｸﾞﾗﾑまでごとに560円 

市長が指定する投棄場に搬入された埋立てご

みを処分する場合 

彦根愛知犬上広域行政組合投棄場の設置 

および管理に関する条例（平成 12 年彦根愛知

犬上広域行政組合条例第32号）による。 
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事
業
活
動
以
外
か
ら
生
じ
た

一
般
廃
棄
物

搬入された燃やすごみを処分する場合（40キ

ログラムを超える場合に限る。） 

40 ｷﾛｸﾞﾗﾑを超える重量 20 ｷﾛｸﾞﾗﾑまでごとに

220円 

搬入された粗大ごみ（電源コンセントにつな

ぐ家庭用電化製品のうち最も長い１辺の長さ

が１メートル未満のもの（市長が別に定める

ものを除く。）を除く。）を処分する場合 

100円。ただし、40 ｷﾛｸﾞﾗﾑを超える場合は、当

該40 ｷﾛｸﾞﾗﾑを超える重量20 ｷﾛｸﾞﾗﾑまで 

ごとに400円を加算する。 

搬入された容器包装プラスチックを処理する

場合（20 ｷﾛｸﾞﾗﾑを超える場合に限る。） 

20 ｷﾛｸﾞﾗﾑを超える重量20 ｷﾛｸﾞﾗﾑまでごとに 

560円 

市長が指定する投棄場に搬入された埋立てご

みを処分する場合 

彦根愛知犬上広域行政組合投棄場の設置 

および管理に関する条例による。 

粗大ごみを収集し、および運搬して処分する 

場合 

小物類を45ﾘｯﾄﾙ以下のﾋﾞﾆｰﾙ袋

に収納した場合 

1袋につき 

400円 

最も長い一辺の長さが0.5ﾒｰﾄﾙ

未満のもの 

1点につき 

400円 

最も長い一辺の長さが0.5ﾒｰﾄﾙ

以上 1.0 ﾒｰﾄﾙ未満のもの 

1点につき 

600円 

最も長い一辺の長さが1.0ﾒｰﾄﾙ

以上１.5 ﾒｰﾄﾙ未満のもの 

1点につき 

900円 

最も長い一辺の長さが1.5ﾒｰﾄﾙ

以上 2.0 ﾒｰﾄﾙ未満のもの 

1点につき 

1,200円 

最も長い一辺の長さが2.0ﾒｰﾄﾙ

以上のもの 

1点につき 

1,500円 

電源コンセントにつなぐ家庭

用電化製品のうち最も長い1辺

の長さが1メートル未満のもの 

（市長が別に定めるものを除

く。） 

5点までごとに

つき400円。た

だし、上記のい

ずれかの区分

に該当する粗

大ごみと併せ

て収集して処

分する場合は、

徴収しない。 

特定家庭用

機器再商品

化法に規定

する特定家

庭用機器 

収集し、および運搬する場合 

洗濯機および衣類乾燥機 
1点につき 

1,800円 

テレビ 
1点につき 

2,100円 

エアコンディショナー(屋外機

を含む。） 

1点につき 

3,000円 

冷蔵庫および冷凍庫 
1点につき 

3,400円 
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清掃センター 
１．機  構 

                    副主幹      管理係長  係    （３名） 
                               （副主幹兼任） 
 
 

所 長      副所長       副主幹      業務係長  係 （１７名） 
                               （副主幹兼任） 

 
                             

                             施設係長  係 （１６名） 
                                

                                       

（計３８名） 
 

２．衛生処理場 
 所 在 地   彦根市開出今町１３３０番地 
 敷   地   １２，４６７ ㎡ 
 建 築 面 積    １，２１４．１９５㎡ 
 水 槽 面 積    １，６８４．４８０㎡ 
 施 設 概 要 
  ア 処理方式  好気性消化・活性汚泥法処理方式（循環式） 
    処理工程 
    ○ 前処理設備      細目ドラムスクリーン＋スクリュウプレス→挟雑物の焼却 
    ○ 主処理設備      無希釈消化槽＋活性汚泥槽＋沈でん槽 
    ○ 高度処理設備      脱りんおよび加圧浮上処理 
                  オゾン接触式脱色処理 
                  上向流式砂ろ過処理 
    ○ 資源化設備      多重円盤型直接脱水機（造粒濃縮設備） 

○ 脱臭設備 
   高濃度脱臭塔     薬液洗浄（３塔）＋活性炭吸着 
   低濃度脱臭塔     水洗脱臭 
   ばっ気槽排気     水洗脱臭 

  イ 処理能力  １５６KL／日 

 放流水質 

    ○ ＢＯＤ      １０㎎／Ｌ以下 

    ○ ＳＳ        ５㎎／Ｌ以下 

    ○ ｐＨ       ６．０～８．５ 

    ○ 色 度        ２０度以下 

    ○ 透視度       １００㎝以上 

    ○ 全窒素      １０㎎／Ｌ以下 

    ○ 全りん       １㎎／Ｌ以下 

 

 竣工年月日   昭和５３年 ３月３１日（総工費 １，０６０，０００，０００円） 

         平成１２年１１月３０日（汚泥再生処理センター整備改良事業 

                           ７５４，０１６，５５０円） 
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施設のあらまし 

  放流水による琵琶湖富栄養化防止のための水質改良、臭気防止等の問題点に対処するため、処理場の 

 改良計画を京都大学の岩井衛生工学研究室にお願いし、施設改善とあわせ脱臭、脱窒素、脱りん、脱色 

 の総合三次処理施設を設置した。平成１１・１２年度において浄化槽汚泥対策と施設の老朽化対策によ 

り施設改良を実施した。 

 

 

３．ごみ焼却場 

 所 在 地   彦根市野瀬町２７９番地１ 

 敷  地   １４，４４０ ㎡ 

 建築面積    １，６９９．０７８㎡ 

 施設概要 

   ○ 焼却能力      ９０トン／８時間（３０トン／８時間×３基） 

   ○ 焼 却 炉      機械化バッチ燃焼式焼却炉 

   ○ 給塵方式      ピット＆クレーン方式 

   ○ 集塵方式      バグフィルター 

○ 塩化水素・ダイオキシン類除去方式 

           消石灰・活性炭噴霧装置 

竣工年月日   昭和５２年３月９日（排ガス高度処理施設改良事業 平成１３年３月１５日） 

総工費     ７５５，８００，０００円（焼却炉、敷地、事務所含む） 

（排ガス高度処理施設改良事業 ３，７４９，５５０，０００円） 

施設のあらまし 

 産業活動の多様化、生活水準の向上に伴い排出されるごみを処理するため、機械化バッチ燃焼式焼却

炉３基を運転し、さらに塩化水素除去等公害防止に万全を期している。 

 パッカー車等の収集専用車による収集および持込みごみを含めて１日平均９０トンのごみを焼却処理

している。また、平成１１・１２年度において、ダイオキシン類の排出を削減するため、集塵方式を電

気集塵装置からろ過式集塵装置に変更する等の改良工事を実施した。 

 

 

４．粗大ごみ処理場 

所在地   彦根市野瀬町２７９番地１ 

建築面積  ３８３㎡ 

施設概要 

   ○処理方式  圧縮二次剪断方式 

    ア 破砕機（複合切断形） 

      一次破砕圧力 ２００トン  二次破砕圧力 １００トン 

    イ 選別装置 

      鉄分（磁選機）  アルミ（アルミ選別機）  可燃物、不燃物 

    ウ 集塵機 

      テトラサイクロン式 

   ○処理能力  ５０トン／５時間 

竣工年月日 昭和５４年９月１４日 

総工費   ２８９，０５２，０００円 

 

 

５．プラスチックごみ減容装置 

所在地   彦根市開出今町１３３０番地 

建築面積  ４４０．３１㎡ 

施設概要 
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   ○処理方式  熱風溶融化方式 

   ○処理能力  ７．５トン／５時間 

竣工年月日  昭和６３年３月２５日 

総工費    １１５，３５０，０００円 

 

 

６．缶選別圧縮装置 

 所在地   彦根市野瀬町２７９番地１ 

 建築面積  ６４．６８㎡ 

 施設概要 

   ○磁選機       １台 

○アルミ選別機    １台 

○圧縮装置      ２台 

○処理能力  ４．９トン／５時間 

  竣工年月日 平成９年９月３０日 

  総工費   ３９，０６０，０００円 

 

 

７．ペットボトル圧縮梱包機 

 所在地   彦根市野瀬町２７９番地１ 

 建築面積  ８０．５㎡ 

処理能力  １トン／５時間 

 竣工年月日 平成１３年７月３１日 

 総工費   ２７，６２５，７１０円 
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